（様式１）
プロポーザル参加表明書

　令和　　年　　月　　日

　廿日市市長　松本　太郎　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印

「地域自治組織の多様な支え手づくり支援業務等」のプロポーザルに参加したいので、関係書類を添えて、参加表明書を提出します。
なお、本プロポーザルの募集要領の２に規定された参加資格条件の全てを満たしていること並びに参加表明書及び添付する関係書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
《連絡先・担当》
	担当者
	所属・職名
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



※《連携する事業者について》
	事業者名（代表者）
	

	住所等（電話番号）
	〒

	連携する業務内容
	



《添付する関係書類（主たる事業者のもの）》※添付する書類に☑してください
　□　会社概要　　　　　　　　　　　　
□　財務諸表類
□　廿日市市発行の滞納がない証明書　
□消費税及び地方消費税の納税証明書
（証明書を取得手続き中のため、○月○日までに別途提出します）
（様式２）
質問票

業務名：地域自治組織の多様な支え手づくり支援業務等

	会社等名：

	担当部署：　　　　　　　　担当者：

	E-mail：

	電話：



	№
	資　料　名　称
	該当頁
	該当行
	該　当　項　目

	

	
	
	
	

	質　問　内　容

	



	№
	資　料　名　称
	該当頁
	該当行
	該　当　項　目

	

	
	
	
	

	質　問　内　容

	


【留意事項】
· 令和６年４月１１日(木)午後５時までに提出のこと。期限を過ぎたものは受け付けない。
· 電子メールで送付のこと。
· 質問項目が多い場合は、本様式を適宜複写して利用すること。
（様式３）

プロポーザル参加辞退届


令和　　年　　月　　日


　廿日市市長　松本　太郎　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印

「地域自治組織の多様な支え手づくり支援業務等」に係るプロポーザルについて、参加表明書を提出しましたが、都合により取り下げします。




《連絡先・担当》
	担当者
	所属・職名
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	












（様式４）

地域自治組織の多様な支え手づくり支援業務等企画提案申込書


令和　　年　　月　　日　


　廿日市市長　松本　太郎　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印




「地域自治組織の多様な支え手づくり支援業務等」に係るプロポーザルについて、別紙のとおり企画提案書を提出します。




【担当者連絡先】
担当部署　
担当者氏名　
電話　
電子メール　





（様式５）

見積内訳書

業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
見積金額　　　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税含む）

	◆人件費

	項　目
	積算根拠
	金　額
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計Ａ
	
	

	◆人件費以外の経費

	項　目
	積算根拠
	金　額
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計Ｂ
	
	

	合計Ａ+Ｂ
	
	

	消費税
	
	

	総合計
	
	


本様式は貴社の見積様式でもかまいません。ただし、人件費と人件費以外の経費につい
て可能な限り詳細に記載してください。


（様式６）

情報非公開希望申立書

[bookmark: _GoBack]令和　　年　　月　　日　


廿日市市長　松本　太郎　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印

提出した地域自治組織の多様な支え手づくり支援業務等に係る企画提案書等提出書類一式において、廿日市市情報公開条例に基づく開示請求による公開が行われた場合に、事業を営む上で、権利、競争上の地位その他正当な利益を害されるおそれがあるため、次の部分において非公開を希望します。
	非公開を希望する部分
	利益が害される具体的な理由

	※ページ、箇所等を示してください。
※企画提案書等の非公開を希望する部分を黒塗りしたものを添付してください。（ページのすべてを黒塗りとせず、部分的に黒塗りをしてください）
	※事業を営む上で、権利、競争上の地位その他正当な利益を害されるおそれがあると認めるに足りる合理的な理由を具体的に記載してください。


※非公開を希望する部分がない場合でも、「該当なし」と記載し、当該申立書は必ず提出してください。

